
備考勘　定　科　目 予　算（A） 決　算（B） 差異（A）-（B）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

保育事業収入 890,173,419 898,234,640 △8,061,221

受取利息配当金収入 672,643 710,963 △38,320

その他の収入 29,232,131 27,540,790 1,691,341

事業活動収入計(1) 920,078,193 926,486,393 △6,408,200

支
出

人件費支出 638,822,202 628,095,215 10,726,987

事業費支出 147,390,632 136,366,999 11,023,633

事務費支出 58,674,519 53,055,376 5,619,143

支払利息支出 116,358 116,358

その他の支出 27,712,500 26,145,450 1,567,050

事業活動支出計(2) 872,716,211 843,779,398 28,936,813

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 47,361,982 82,706,995 △35,345,013

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入 施設整備等収入計(4) 0 0 0

支
出

設備資金借入金元金償還支出 19,315,000 19,315,000

固定資産取得支出 88,150,850 13,805,679 74,345,171

ファイナンス・リース債務の返済支出 1,657,590 1,657,590

施設整備等支出計(5) 109,123,440 34,778,269 74,345,171

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) △109,123,440 △34,778,269 △74,345,171

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

その他の活動による収入 50,087 50,087

その他の活動収入計(7) 50,087 50,087 0

支
出

積立資産支出 2,624,600 2,605,280 19,320

その他の活動による支出 1,683,800 1,683,800

その他の活動支出計(8) 4,308,400 4,289,080 19,320

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) △4,258,313 △4,238,993 △19,320

予備費支出(10)

43,689,733△66,019,771 △109,709,504当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

221,035,696221,035,696 0前期末支払資金残高(12)

264,725,429155,015,925 △109,709,504当期末支払資金残高(11)+(12)

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないもの
とする。

法人単位資金収支計算書
(自) 令和7年4月1日　(至) 令和8年3月31日

(単位：円)

第一号第一様式
（第十七条第四項関係）

  法  人  名  : 社会福祉法人 報徳福祉会



勘　定　科　目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

保育事業収益 898,234,640 820,882,060 77,352,580

その他の収益 1,212,326 1,577,346 △365,020

サービス活動収益計(1) 899,446,966 822,459,406 76,987,560

費
用

人件費 632,866,568 597,319,957 35,546,611

事業費 136,366,999 110,494,519 25,872,480

事務費 53,055,376 56,880,733 △3,825,357

減価償却費 42,938,124 41,596,223 1,341,901

国庫補助金等特別積立金取崩額 △24,431,580 △24,480,426 48,846

サービス活動費用計(2) 840,795,487 781,811,006 58,984,481

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) 58,651,479 40,648,400 18,003,079

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

受取利息配当金収益 710,963 175,277 535,686

その他のサービス活動外収益 26,328,464 25,885,422 443,042

サービス活動外収益計(4) 27,039,427 26,060,699 978,728

費
用

支払利息 116,358 144,738 △28,380

その他のサービス活動外費用 26,145,450 26,598,668 △453,218

サービス活動外費用計(5) 26,261,808 26,743,406 △481,598

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 777,619 △682,707 1,460,326

39,965,69359,429,098 19,463,405経常増減差額(7)=(3)+(6)

特
別
増
減
の
部

収
益 特別収益計(8) 0 0 0

費
用

固定資産売却損・処分損 65,253 332,105 △266,852

国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等） △62,775 △55,561 △7,214

その他の特別損失 905,000 905,000

特別費用計(9) 907,478 276,544 630,934

特別増減差額(10)=(8)-(9) △907,478 △276,544 △630,934

39,689,14958,521,620 18,832,471当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

前期繰越活動増減差額(12) 536,284,559 512,425,410 23,859,149

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)＋(12) 594,806,179 552,114,559 42,691,620

基本金取崩額（１４） 0 0 0

その他の積立金取崩額（１５） 0 570,000 △570,000

その他の積立金積立額（１６） 0 16,400,000 △16,400,000

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 594,806,179 536,284,559 58,521,620

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできない
ものとする。

法人単位事業活動計算書
(自) 令和7年4月1日　(至) 令和8年3月31日

(単位：円)

第二号第一様式
（第二十三条第四項関係）

  法  人  名  : 社会福祉法人 報徳福祉会



増減前年度末当年度末

負　債　の　部資　産　の　部

増減前年度末当年度末

流動資産 363,202,259 359,790,104 3,412,155

現金預金 310,550,385 309,253,627 1,296,758

事業未収金 15,857,743 12,784,355 3,073,388

未収金 778,296 567,286 211,010

未収補助金 33,811,401 36,304,020 △2,492,619

前払費用 2,154,347 830,729 1,323,618

１年以内提供予定長期前払費用
50,087 50,087

流動負債 115,943,081 156,968,666 △41,025,585

事業未払金 98,381,895 138,674,802 △40,292,907

１年以内返済予定設備資金借入
金 4,572,000 △4,572,000

１年以内返済予定リース債
務 2,307,360 649,440 1,657,920

１年以内支払予定長期未払
金 778,800 778,800

預り金 41,688 29,519 12,169

職員預り金 3,160 3,160

賞与引当金 14,430,178 12,264,105 2,166,073

固定資産 1,301,701,372 1,320,161,507 △18,460,135

 基本財産 1,018,449,993 1,047,977,794 △29,527,801

土地 309,992,000 309,992,000

建物 708,457,993 737,985,794 △29,527,801

 その他の固定資産 283,251,379 272,183,713 11,067,666

土地 27,747,792 27,747,792

建物 56,740,118 59,268,329 △2,528,211

構築物 32,677,281 35,776,855 △3,099,574

車輌運搬具 66,311 100,906 △34,595

器具及び備品 26,083,180 18,025,271 8,057,909

有形リース資産 11,137,214 3,030,720 8,106,494

退職給付引当資産 23,734,840 23,119,110 615,730

人件費積立資産 28,209,013 28,209,013

修繕積立資産 3,200,000 3,200,000

備品等購入積立資産 9,835,031 9,835,031

施設整備積立資産 63,775,883 63,775,883

長期前払費用 44,716 94,803 △50,087

固定負債 36,325,770 44,375,430 △8,049,660

設備資金借入金 14,743,000 △14,743,000

リース債務 9,345,930 2,489,520 6,856,410

退職給付引当金 23,734,840 23,119,110 615,730

長期未払金 3,245,000 4,023,800 △778,800

負債の部合計 152,268,851 201,344,096 △49,075,245

純　　　資　　　産　　　の　　　部

基本金 259,740,376 259,740,376

基本金 259,740,376 259,740,376

国庫補助金等特別積立金 553,068,298 577,562,653 △24,494,355

国庫補助金等特別積立金 553,068,298 577,562,653 △24,494,355

その他の積立金 105,019,927 105,019,927

人件費積立金 28,209,013 28,209,013

修繕積立金 3,200,000 3,200,000

備品等購入積立金 9,835,031 9,835,031

施設整備等積立金 63,775,883 63,775,883

次期繰越活動増減差額 594,806,179 536,284,559 58,521,620

（うち当期活動増減差額） 58,521,620 39,689,149 18,832,471

△15,047,9801,679,951,6111,664,903,631

34,027,2651,478,607,5151,512,634,780

△15,047,9801,679,951,6111,664,903,631 負債及び純資産の部合計

純資産の部合計

資産の部合計

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。

法人単位貸借対照表
令和8年3月31日現在

(単位：円)

第三号第一様式
（第二十七条第四項関係）

  法  人  名  : 社会福祉法人 報徳福祉会



１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法　-定額法
   ･ﾘｰｽ資産-所有権移転ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている
(2)引当金の計上基準
　・退職給付引当金-沖縄県社会福祉事業共済会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付額のうち
　　　　　　法人の負担額に相当する金額を計上
　・賞与引当金-職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上

３．重要な会計方針の変更

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

退職給付制度は､以下の通りである｡
(1)社会福祉施設職員等退職手当共済制度
  独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度を採用
(2)民間退職共済制度
  沖縄県社会福祉事業共済会の実施する退職共済制度を採用

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

   当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている｡
(1)法人全体の計算書類(会計基準省令第1号第1様式､第2号第1様式､第3号第1様式)
(2)事業区分別内訳表(会計基準省令第1号第2様式､第2号第2様式､第3号第2様式)
　 当法人では、事業区分が社会福祉事業のみのため、作成を省略する。
(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式､第2号第3様式､第3号第3様式)
(4)公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式､第2号第3様式､第3号第3様式)
　 当法人では、公益事業を実施していないため、作成を省略する。
(5)収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式､第2号第3様式､第3号第3様式)
   当法人では､収益事業を実施していないため、作成を省略する。
(6)各拠点区分におけるｻｰﾋﾞｽ区分の内容
  ｱ 本部(社会福祉事業)
  ｲ さくらんぼ保育園(社会福祉事業)
  ｳ 童の城保育園(社会福祉事業)
  ｴ さくらんぼ学童園(社会福祉事業)
  ｵ 石嶺保育園(社会福祉事業)
  ｶ 報徳児童ｸﾗﾌﾞ(社会福祉事業)
  ｷ 報徳保育園(社会福祉事業)
  ｸ 銘苅こども園(社会福祉事業)
  ｹ 前田こども園(社会福祉事業)

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

(基)土地 309,992,000309,992,000

(基)建物 708,457,99329,527,801737,985,794

合　　計 1,018,449,99329,527,80101,047,977,794

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

計算書類に対する注記(法人全体用)
別紙１



別紙１

８．担保に供している資産

該当なし

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

    （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

(基)土地 309,992,000309,992,000

(基)建物 708,457,993274,191,200982,649,193

土地 27,747,79227,747,792

建物 56,740,11817,813,69474,553,812

構築物 32,677,28121,569,52454,246,805

車輌運搬具 66,3117,263,4597,329,770

器具及び備品 26,083,18053,160,30479,243,484

有形リース資産 11,137,2146,192,70617,329,920

合　　計 1,172,901,889380,190,8871,553,092,776

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

      （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

該当なし

１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当なし



１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

      純資産の状態を明らかにするために必要な事項

・退職給付引当資産及び退職給付引当金の過年度修正調整のため、95,480円を減額修正（さくらんぼ保育園）
・退職給付引当資産及び退職給付引当金の過年度修正調整のため、95,480円を増額修正（さくらんぼ学童園）
・退職給付引当資産及び退職給付引当金の過年度修正調整のため、223,200円を増額修正（銘苅こども園）
・退職給付引当資産及び退職給付引当金の過年度修正調整のため、349,090円を増額修正（前田こども園）
・令和8年2月10日　設備資金借入金弁済により抵当権抹消（石嶺保育園）
・令和8年2月10日　設備資金借入金弁済により抵当権抹消（さくらんぼ保育園）

別紙１


